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東日本大震災への対応について（８）
※地方本部経由で各単組・総支部へ周知をお願いいたします。
　連日の各種取り組みに対し、心より敬意を表します。

　東北地方太平洋沖地震（今後「東日本大震災」の呼称に統一。）の被災地・被災者等に対する各地方本部及び単組・総支部からの支援の取り組みに心から感謝を申し上げます。

  さて、４月２日に自治労本部臨時県本部代表者会議が開催され、現地状況把握・協議・準備が進められてきた「自治労復興支援活動」（人的支援）の内容が決定され、具体的な派遣要請がありましたので、各地方本部及び各単組・総支部の最大限の御協力をよろしくお願いします。

  なお、第１グループ（4/10～4/18）及び第２グループ（4/16～4/25）は、統一自治体選挙への自治体職員としての対応などにも留意しながら、既に、個別に地方本部・単組等に要請していますので、第３グループ以降について、別途要請することとします。

  また、自治労「災害特別カンパ」は継続して取り組むこととし、第２次集約日を４月１５日としますので、合わせて組合員への周知と取り組みへの御協力をお願いします。

記

１．自治労の復興支援活動計画の考え方 
自治労としての人的支援の取り組みは、「被災者の支援・救援を行っている自治体職員・組合員の業務を支援する」ことを中心課題として対応する。
２．復興支援活動チームの基本的な考え方 
各県本部から派遣される支援組合員について、最初に派遣される集団（4/10～）を「第１グループ（第１Ｇ）」と呼び、以降、「第２グループ」「第３グループ」…と呼ぶ。

①支援対象を岩手・宮城・福島とする。 → 北海道本部は岩手県 
②岩手・宮城・福島・茨城の４県を派遣要請の対象から除く（派遣は他の43県本部から）。

③支援活動は「１チーム＝５人」を基本単位とする。

④「１県本部＝１チーム」を基本とするが、「組合員数４万人超の県本部＝３チーム」「組
合員数２万人超＝２チーム」を基本に要請する。 →北海道本部は３チーム・１５人 
○３チーム県 ～ 北海道、東京、大阪、兵庫
→　12チーム
○２チーム県 ～ 新潟、神奈川、長野、福岡
→　 8チーム

○１チーム県 ～ 他の35県


→　35チーム           
　　　        総  計                 毎週（毎グループ）  55チーム（275人）

⑤「避難所運営」を支援活動の基本として想定するが、各県・各自治体の実情に応じて、「物資調達・配送事務」や「医療支援」活動（保健師・看護師）、各種「行政支援」活動（「義援金交付事務」「罹災証明の発行事務」等）についても想定する。
⑥当面の支援活動の対象となる自治体について、下記のとおりとする。

岩手    宮古市（・田野畑村）   ←北海道本部 
宮城    石巻市・気仙沼市・東松島市・南三陸町・名取市・岩沼市
福島    新地町・相馬市・いわき市（・福島市）

⑦１チームの活動サイクルを「土曜日現地入り～日曜日引き継ぎ・業務開始～翌日曜日に引
き継ぎ後、帰郷」の「８泊９日」とする。  →北海道本部は９泊10日となる。  
ただし、第１グループ（4/10～）については、「日曜日現地入り～月曜日業務開始～翌日
曜日に引き継ぎ後、帰郷」の「７泊８日」とする。  →北海道本部は８泊９日となる。 
⑧現時点で、この復興支援活動については、６月５日（日）を一つの区切りとして取り組む。

	第１グループ
	４月10日（日）～ ４月17日（日）
	7泊8日

	第２グループ
	４月16日（土）～ ４月24日（日）
	8泊9日

	第３グループ
	４月23日（土）～ ５月 １日（日）
	同

	第４グループ
	４月30日（土）～ ５月 ８日（日）
	同

	第５グループ
	５月 ７日（土）～ ５月15日（日）
	同

	第６グループ
	５月14日（土）～ ５月22日（日）
	同

	第７グループ
	５月21日（土）～ ５月29日（日）
	同

	第８グループ
	５月28日（土）～ ６月 ５日（日）
	同


※ 最終日の引き継ぎ時間の関係上、北海道本部は各１泊１日ずつ加算（月曜日帰道）となる。
３．具体的支援活動の概要
下記は、４月２日時点での案であり、今後、実際の支援業務の開始までに変更も想定されるので、予め留意のこと。

（１）岩手  ←北海道本部 
	支援業務の概要
	宮古市内の避難所（２か所）運営業務（田野畑村への物資輸送も想定）。
自治労未加盟自治体での支援業務も想定する。

	ベースキャンプ
	宮古キャンプ（宮古ホテル沢田屋）とする。
  ※注：ホテルは休業している施設だが、寝袋は不要とのことである。

	支援体制
	10チームを配置する（対象県本部は、別記のとおり）。


（２）宮城

	支援業務の概要
	（北部班）気仙沼市の避難所運営業務／南三陸町の避難所運営業務及び行政支援業務／石巻市の避難所運営業務及び行政支援業務／東松島市の行政支援業務

（南部班）／名取市の行政業務／岩沼市の行政業務

	ベースキャンプ
	「北部班」について、松島キャンプ（松島大観荘）とする。
「南部班」について、仙台キャンプ（アークホテル仙台）とする。

	支援体制
	「北部班」について24チーム、「南部班」について８チーム（対象県本部は、別記のとおり）。


（３）福島

	支援業務の概要
	（北部班）新地町の避難所運営業務／相馬市の医療支援業務（保健師・看護師）

（いわき班）いわき市の避難所運営業務及び物資仕分け等の業務

	ベースキャンプ
	「北部班」について、福島グリーンパレスとする。
「いわき班」について、ホテルルートインいわき駅前とする。

	支援体制
	「北部班」について８チーム、「いわき班」について５チーム（対象県本部は、別記のとおり）。


※「避難所運営業務」について、箇所数が書いていない場合は１か所である。

なお、支援活動参加者には、「東日本大震災・自治労派遣支援のてびき」（マニュアル）及び「惨事ストレスとメンタルケア」ほかの資料を配布する。 
 →別途参加者・単組等に配布する。ホームページ（組合員専用）にも掲載予定。
４．交通関係について

　※現地へ自家用車で入ることは認めない。

（１）岩手  ←北海道本部  ※３チーム・１５人すべて北海道本部統一の団体行動とする。  
　  ①各県本部　⇔　盛岡

　      各県（チーム）ごとに公共交通機関等を利用しＪＲ盛岡駅に集合する。

　  ②ＪＲ盛岡駅　⇔　ベースキャンプ

　      大型バス（岩手交通）により、集団で移動する。

　  ③ベースキャンプ　⇔　支援活動実施場所

　      大型（中型）バス（県北バス）で移動する。

 航空機・新幹線・バス等の交通機関の詳細は、別途、参加者等に周知する。 
（２）宮城 ～ 記載省略。
（３）福島 ～ 記載省略。
５．支援活動の実施時期及び「第１グループ」の集合

実際の支援活動の開始を４月11日（月）とする。このため、第１グループ（4/10ベースキャンプ入り。）について、下記のとおりとする。

（１）岩手   航空機・新幹線・バス等の交通機関の詳細は、別途参加者等に周知する。
対象となっている各県本部とも、10日（日）15:00までにＪＲ盛岡駅の指定された場所に
集合する。その後、ベースキャンプまで大型バスで移動。ベースキャンプにおいて、同日18:30
から全参加者による意思統一会議。

（２）宮城 ～ 記載省略。
（３）福島 ～ 記載省略。
＜別記＞  支援県と派遣県本部一覧

【岩手県本部  支援】

北海道本部、青森県本部、秋田県本部、山形県本部、滋賀県本部、京都府本部、奈良県本部、
和歌山県本部

【宮城県本部　支援】

長野県本部、富山県本部、石川県本部、福井県本部、愛知県本部、岐阜県本部、三重県本部、
大阪府本部、兵庫県本部、岡山県本部、広島県本部、鳥取県本部、島根県本部、山口県本部、
香川県本部、徳島県本部、愛媛県本部、高知県本部、福岡県本部、佐賀県本部、長崎県本部、
大分県本部、宮崎県本部、熊本県本部、鹿児島県本部、沖縄県本部

【福島県本部　支援】

新潟県本部、群馬県本部、栃木県本部、埼玉県本部、東京都本部、神奈川県本部、千葉県本部、
山梨県本部、静岡県本部

６．その他の取り組みについて

（１）災害特別カンパの継続

　    第１次集約を終了したことから（３月31日）、引き続き、４月15日（金）を第２次集約日として、「組合員ひとり1,000円」を目標とする災害特別カンパを継続する。

（２）連合ボランティアへの参加

連合が行っている「救援ボランティア」について、上記の自治労としての取り組みとのバランスを踏まえながら参加する。具体的には、阪神大震災の例にならい、青年部を中心に対応する。連合は、支援活動を「６ヶ月」としており、自治労としても、この活動については、それに合わせた動員計画を立てているが、全体の復興状況等を勘案して対応する。
（３）物資支援活動の継続

３県に対する物資支援について、現地対策本部の発足（４月４日）以降も、活動を継続する（４月半ばまでを目途）。

（４）義援金の手交

４月４日以降、徳永中央執行委員長が、岩手・宮城・福島の３県知事に対して、それぞれ１億円ずつ義援金を手交する予定である。その他の各種財政支援についても、今後、当該県本部と協議しながら、検討する予定である。

（５）評議会等の活動

この他、各評議会による、職能を活かした取り組み（行政ベースとも連携）も現在検討中である（既に実施中のものあり）。

                                       以  上    
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